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平成28年熊本地震に係る応援活動等
について
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九州地方知事会の取組

• 九州・山口９県災害時応援協定（平成23年10月31日締結）
九州・山口９県被災地支援対策本部（本部長；九州地方知事会長）を常設し、

災害対策基本法に規定する災害等が発生し、被災県独自では十分に災害応急や災
害復旧・復興に関する対策が実施できない場合において、被災県からの応援要請
により、九州・山口９県が効率的かつ効果的に応援を行う。

• 関西広域連合と九州地方知事会との災害時の相互応援に
関する協定（平成23年10月31日締結）
関西広域連合及び九州地方知事会を構成するいずれかの府県において、大規模
な災害等が発生し、被災した連合組織の府県だけでは十分な災害対策等の応援が
できないときに、相手の連合組織の構成府県の応援を受けることにより、被災府
県における災害対策等を迅速かつ円滑に実施する。

• 全国都道府県における災害時の広域応援に関する協定
（平成24年5月18日締結）

災害対策基本法の規定に基づき、地震等による大規模災害等が発生した場合に
おいて、各ブロック知事会で締結する災害時の相互応援協定等では被災者の救援
等の対策が十分に実施できない場合に、応援を必要とする都道府県の要請に基づ
き、全国知事会の要請の下に行われる広域応援を、迅速かつ円滑に遂行する。
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物的支援について

第１弾要請 第２弾要請

飲料水 アルファ米 保存用パン 毛布 簡易トイレ ビニールシート
（ブルーシート） タオル

大人用
紙おむつ

福岡県 － － ２２，４６０食 ３，１００枚 １，２００個 １，０１０枚 ３００枚 ４００枚

佐賀県
６，０００本
（0.5Ｌ） ５，０００食 ２，０００食 ４，０００枚 ５００個 ３００枚 － －

長崎県
３，１５６本
（2.0Ｌ） ２，４００食 １，８９６食 ３，３００枚 １１，０００個 ５６０枚 － －

大分県
５，０００本
（2.0Ｌ） － － ６，０００枚 － － － －

宮崎県
２，１４８本
（2.0Ｌ） ５，０００食 － － ４，０００個 １，０２０枚 － －

鹿児島県
４，０００本
（0.5Ｌ） ６，０００食 ６００食 ５００枚 ２，０００個 － － －

（鹿児島市）
２，０００本
（1.5Ｌ） １，２００食 １，２００食 － ８，０００個 － － －

山口県 － － － ５，９０９枚 － １，０９６枚 － －

関西広域連合 － － － － － １，６００枚 － －

合計 ２８，６０８Ｌ １９，６００食 ２８，１５６食 ２２，８０９枚 ２６，７００個 ５，５８６枚 ３００枚 ４００枚

※「九州・山口９県災害時応援協定」並びに「関西広域連合と九州地方知事会との災害時の相互応援に関する協定」に基づき、事務局より各県・団体に
支援要請をしたものを記載。（内閣府等からの支援要請は含まれていない。）

※鹿児島市の物資は、鹿児島県手配のトラックに混載して熊本県に供給したことにより記載。

• ４月１６日（土）１１時５５分 熊本県より支援要請（水、食料、毛布、簡易トイレ）
• ４月２０日（水）１８時３０分 熊本県より支援要請（ブルーシート）



人的支援について

九州各県、関西広域連合や全国知事会と連携し、
１県４市９町村へ、延べ４０，５３６人の職員を派遣

※熊本市へは政令市長会等が支援を実施
【平成28年6月28日9時00分現在】 3

ピーク時
721人/日（5月9日）



職員の「短期派遣」から「中長期派遣」へ移行について

これまで（応急対策フェーズ） 発災から２～３か月

《期間》
○短期 ※応援協定に基づく派遣

《派遣方式》
○応援協定に基づくカウンターパート方式
（九州・山口各県以外に全国知事会等にも派遣要請）

《業務》
○リエゾン派遣、避難所運営、物資仕分け、ボランティア対応 等
（事務系職員による対応が可能（専門的技術不要）な業務が多い）

今後（復旧・復興フェーズ） 発災から２～３か月経過後

《期間》
○中長期（28年度末まで）※自治法に基づく派遣

《派遣方式》
○九州・山口各県で調整して対応 ※カウンターパート実績を考慮
（九州・山口各県で対応できない場合は、全国知事会等に派遣要請）

《業務》
○インフラ復旧業務（道路、橋梁、河川・砂防、農地・農業用施設等）等
（技術系職員による専門的技術が必要）
（水道関係業務等、市町村職員が適している業務もある）
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・熊本県庁のニーズ 100名
・熊本県内市町村のニーズ 123名

（28年6月21日時点）



県名
準備戸数
（Ａ）

入居戸数
（Ｂ）

提供可能戸数
（C）=Ａ－Ｂ

累計入居戸数
（B）+退去済戸数

福岡県 ９４０ ２７２ ６６８ ３２２

佐賀県 ２５９ ２９ ２３０ ３２

長崎県 ５０９ ２９ ４８０ ３０

大分県 ２６１ ５９ ２０２ ６２

宮崎県 ８０６ ２８ ７７８ ３２

鹿児島県 ７５９ ２０ ７３９ ２３

沖縄県 ９９ ６ ９３ ６

山口県 ２２１ ６ ２１５ １２

合計 ３，８２５ ４４９ ３，３７６ ５１９
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九州・山口各県公営住宅等への入居状況

【平成28年6月17日17時00分現在】

•公営住宅等の提供に関する九州・山口各県知事からの共同
メッセージを発出（4月21日）
•準備戸数３，８２５戸に対し、累計で５１９戸に入居



○「九州・山口災害時愛護動物救護応援協定（平成25年10月22日締結）」に係る行政獣医師
の派遣
・九州地区獣医師会連合会の協力のもと、各県等から行政獣医師を派遣し、避難所に
同行避難した愛護動物の飼育状況を把握し、アドバイス等の活動に従事

○保健師の派遣

・厚生労働省の調整により、各県等から保健師を派遣し、避難所での被災者の健康
状況を把握するとともに、健康相談活動や心のケア対策等の活動に従事

○応急危険度判定士の派遣

・全国被災建築物応急危険度判定協議会の九州ブロック幹事県である福岡県が、国土
交通省に応急危険度判定士の派遣要請を行い、九州ブロックをはじめとした地域か
ら派遣された応急危険度判定士が判定業務に従事

○ボランティアセンターの設置・運営

・全国社会福祉協議会の九州ブロック幹事を務める長崎県からの要請により、
各県社会福祉協議会が、熊本県の意向を踏まえ、被災市町村のボランティアセン
ターの設置及び運営を支援

○水道技術者等の派遣

・日本水道協会の呼びかけで、関係地方公共団体や民間企業が連携し、給水車や
職員、漏水修理業者等を派遣し、水道復旧の業務等に従事

九州地方知事会をはじめとする官民の取組
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